
NO.110（13） 日 高 市 議 会 だ よ り

困
窮
者
支
援
に
つ
い
て

�

田
中　

ま
ど
か

一
般
質
問
の
要
旨

ひしめく川遊び客（8 月・鹿台橋付近）

問　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
に
よ
る
生
活

保
護
、
生
活
福
祉
資
金
、
住

居
確
保
給
付
金
の
利
用
状
況

の
変
化
は
。

答　

生
活
保
護
の
相
談
件
数

は
、
今
年
の
４
月
か
ら
８
月

末
ま
で
が
77
件
で
、
昨
年
同

期
は
78
件
で
あ
っ
た
。
生
活

福
祉
資
金
の
貸
し
付
け
等
に

関
す
る
新
規
相
談
件
数
は
、

昨
年
度
の
一
年
間
で
256
件
に

対
し
、
本
年
度
は
８
月
末
ま

で
の
５
ヵ
月
間
で
275
件
で
あ

る
。
住
居
確
保
給
付
金
は
、

昨
年
度
ま
で
は
該
当
者
が
い

な
か
っ
た
が
、
現
在
は
13
件

の
支
給
決
定
を
し
て
い
る
。

　

今
後
、
困
窮
世
帯
が
増
え

る
可
能
性
も
あ
り
、
社
会
福

祉
協
議
会
と
連
携
し
、
き
め

細
か
な
対
応
を
し
て
い
く
。

　

�

福
祉
相
談
体
制
の
充
実
に

つ
い
て

問　

本
市
の
福
祉
相
談
窓
口

は
、
オ
ー
プ
ン
な
反
面
、
人

に
聞
か
れ
た
く
な
い
話
が
し

づ
ら
い
と
い
う
声
が
あ
る
。

秘
密
を
守
り
、
複
雑
な
相
談

に
向
き
合
う
た
め
に
は
、
相

談
室
の
整
備
と
担
当
者
の
ス

キ
ル
向
上
が
重
要
で
あ
る
と

考
え
る
が
、
こ
れ
ら
に
対
す

る
見
解
と
事
業
の
多
く
を
委

託
し
て
い
る
社
会
福
祉
協
議

会
で
の
対
応
の
状
況
は
。

答　

福
祉
相
談
で
優
先
的
に

使
用
で
き
る
相
談
室
は
２
室

で
、
そ
の
他
、
会
議
室
の
使

用
や
訪
問
に
よ
る
相
談
も

行
っ
て
い
る
。
増
設
は
難
し

い
の
で
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配

慮
し
て
い
く
。
市
で
は
担
当

者
と
し
て
社
会
福
祉
士
な
ど

の
専
門
職
員
を
配
置
す
る
と

と
も
に
、
研
修
を
通
じ
て
能

力
向
上
に
努
め
て
い
る
。
こ

の
こ
と
は
、
社
会
福
祉
協
議

会
に
お
い
て
も
同
様
で
あ
る
。

　

�

川
遊
び
の
安
全
と
マ
ナ
ー

対
策
に
つ
い
て

問　

水
の
事
故
防
止
に
は
、

ラ
イ
フ
ジ
ャ
ケ
ッ
ト
の
着
用

が
大
変
有
効
で
あ
る
と
考
え

る
。
日
高
市
に
お
け
る
川
で

の
死
亡
事
故
を
一
件
も
起
こ

さ
せ
な
い
取
り
組
み
と
し
て
、

こ
れ
を
啓
発
し
て
は
ど
う
か
。

答　

国
土
交
通
省
や
県
で
も

推
奨
し
て
お
り
、
今
後
、
啓

発
方
法
を
検
討
し
て
い
く
。

問　

路
上
駐
車
や
ご
み
の
放

置
で
近
隣
住
民
が
迷
惑
を

被
っ
て
い
る
が
、
そ
の
対
策

は
。

答　

路
上
駐
車
へ
は
飯
能
警

察
署
に
パ
ト
ロ
ー
ル
強
化
を

依
頼
し
て
い
る
。
ま
た
、
ご

み
の
放
置
へ
は
地
元
の
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
団
体
等
に
清
掃
を

依
頼
し
て
い
る
が
、
効
果
的

な
対
策
を
検
討
し
て
い
く
。

国会における憲法論議の推進と国民的議論の喚起を求める意見書

　日本国憲法は、昭和 22 年５月３日の施行以来、国民主権、平和主義、基本的人権の尊重の三原則の下、
我が国の発展に大きな役割を果たしてきた。この三原則は、憲法の根幹をなすものであり、今後も堅持
されなければならない。
　一方、現憲法は今日に至るまでの 70 年を超える間、一度の改正も行われておらず、この間、我が国
を巡る内外の諸情勢に大きな変化が生じていることに鑑みれば、憲法についても直面する諸課題から国
民の安全を確保し、福祉の向上を図る内容であることが求められる。
　このような状況の中、平成 19 年に「日本国憲法の改正手続に関する法律」が成立したことに伴い、
国会に憲法審査会が設置され、憲法第 96 条に定める改正の為の国民投票が可能となったところである
が、議論が進展しているとは言いがたい状況にある。
　憲法は国家の基本規程であり、その内容については、国会はもちろんのこと主権者である国民が幅広
く議論し、その結果が反映されるべきである。
　よって、国においては日本国憲法について、国会において活発かつ広範な論議を推進するとともに、
国民的議論を喚起するよう強く求める。
　以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。

　衆議院議長　様　参議院議長　様　内閣総理大臣　様　
　内閣官房長官　様　総務大臣　様　法務大臣　様

関係機関に意見書を提出しました


